
順位

H17

H17

0

H20

H19

1.4

2

3

学びあいあたたかさのある福祉文化都市をめざして

指標５

指標４

指標３

指標２

指標１

施策コード

評価担当局

施策所管課

基本目標

第２節　人権尊重のまちづくり

1

施　策　名

政策名（章）

基本施策名（節名）

指標名

18210

H19年度の講演会における満席率が60％
のため、H20年度を70％とし、翌年度は75％
に設定した。

毎年、地域福祉課で実施している市主催人権啓発講演会
への参加者数

人権・同和団体等の開催する事業に参加した職員数

基準値

意見表明者数÷講演会アンケート提出者数×100

講演会参加者÷会場の定員×100

一般市民等が、人権尊重の大切さを再認識す
るための講演会を開催し人権啓発を図る。

庁内における、人権啓発活動の中心的役割を
果たす人権啓発推進員等の研修会等への参加
者数（Ｈ１７年度）を維持し、知識等の向上を図
る

参加者の意識高揚はもとより、その参加者から
家族友人等へ人権尊重意識が普及していくこと
がより効果を上げることにつながるため。

総事業費・人員
（単位：千円・人）

75.0

指標１
（単位： ）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

指標２
（単位：人 ）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

330.00

91.6

416.00 350.00 350.00371.00

目標値 目標値

248.0

目標値の考え方（根拠）指標の基準値の定義

市民一人あたりの
事業費（単位：円）

４　成果・活動指標

162.0 160.0

目標値 実績値実績値

年度

人権尊重の理念が定着し、人々がお互いの存在や尊厳をかけがえのないものとして認め合う社会を築くため、市民一人一人が人権尊重
の意識を高め、あらゆる差別のない人権尊重のまちづくりを進める。

平成19年度（決算） 増減の主な理由

健康福祉局

地域福祉課

１　施策の目的

甘利賢治課長名

第８章　国際平和と人権が尊重される社会を実現します

総合的な人権施策の推進

人件費 11,270 11,270

３　事業費                       　　　　　　　　     （単位：千円）

事業費

人権啓発講演会開催会場の定員に
占める参加者の率（％)

人権啓発講演会参加者数(人)

＊年間の人件費はＨ19、Ｈ20ともに805万円/年とし、人口は、70.6万人（Ｈ20.4.1現在）、71.0万人（H21.4.1現在）とした。

24 24

実績値 目標値

２　施策の概要
相模原市人権施策推進指針に基づき、人権尊重の視点をあらゆる政策分野に反映させていくとともに、市民を対象とする人権啓発活動、人権啓発講演会等を

実施し、人権尊重に対する理解を深める。また、市職員に対しては、多様な人権問題を正しく理解し、豊かな人権感覚を身に付けるため、研修の実施や講演会
等への参加を推進する。

人権・同和団体事業への
職員参加者数(人)

人権啓発講演会参加者が家族・友人等に
講演内容等を伝え、人権尊重意識を普及・
高揚させようと表明した参加者の率（％)

平成20年度（決算）

16,798 16,920

指標３
（単位：% ）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

指標４
（単位：%　）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

平成21年7月21日記入

平成21年度　施策評価シート

基準年
H22

実績値

H19 H20 H21

◆総合計画における位置付け等

343.00

指標５
（単位：　）

60.0

60.0

16,9201.4

65.0

60.0 70.0

60.0

0 0

1.4

0

16,79816,798

86.9

0 0

　

　　 　

　 　 　 　

　

　

　

　

  



4　2　1

前回（Ｈ20）評価結果との比較分析
または優先順位の最も高い指標以外で評価した理由

4　2　1

平成20年度に成果指標を見直し（指標1を廃止し、指標3と4を追加）たが、優先順位1番
目の指標のアンケートは、平成19年度に実施しておらず評価ができないため、2番目の指
標で評価した。

１次評価

Ａ

市民満足度調査によ
り市民ニーズを把握
し、市民の立場に立っ
て事業展開している

評価基準・
着眼点

4　2　1

4　2　1

各事業が果たす施策
に対する目標の達成
度合いを把握し、効果
の高い事業を実施し
ている

評価点

２次評価　指標３の目標設定の根拠を明らかにすること。
⇒　目標値６０％については、過去の参考となる数値がないため、６０％が意思表明すれば有効と考え、設定したもの
である。
　また、次年度の６５％の設定については、実績をもとに前年度を上回るよう改善工夫ができるため、目標値を上げて
設定したものである。

10
評価結果に基づく区分（４項目の合計点数による）

　Ａ（9点以上）　　Ｂ（8点・7点・6点・5点）　　Ｃ（4点以下）

８　２次評価及び意見（１次、２次で評価に相違がある場合など、必要に応じて意見を記入）

A

７　課題と解決策（現状または、評価結果から）

有効性

視点の種類

６　１次評価（２つの視点から評価を行う）

５　市民満足度調査結果（平成21年度実施分）
○この施策の満足度は3.022で全119施策の中で109番目。
○重要度は4.13で29番目である。
○改善要望度は0.318で12番目である。

Ｈ20評価点

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

９　３次評価及び意見（評価結果及び課題・解決策について、必要に応じて意見を記入）

３次評価

A

　有効性が高い水準でありながら、重要度が高く満足度が低い施策である。新総合計画ではこれを踏まえた事業実施
及び目標設定を行われたい。

課題
「総合的な人権施策の推進」の市民満足度調査の結果、平均値と比較し、重要度は高いものの満足度は低い結果と

なった。人権施策について満足度を高めるには、市民一人一人の人権感覚を高め、更に差別のないまちづくりを進めてい
く必要があるが、意識改革の事業でもあるため、目に見える形での成果が認識しにくく満足度が低くなってしまう。

解決策
満足度を高めるため、更に人権啓発を充実させ、人権啓発講演会等においては、参加者へ家族、友人等への啓発を働きかけ

ることにより、より有効な講演会とし、併せて、人権に関わる各種相談体制等を周知し市の取り組みの理解を図ることも有効であ
る。こういったことを繰り返し行うことにより、市民に人権尊重の意識や関心が高まり、満足度も向上できると考えられる。

市民満足度

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

合計

4　2　1効率性

最小の経費で最大限
の効果を得られるよ
う、効率的に事業を実
施している

　総合的な人権施策の推進

20代

30代

40代

50代60代

70歳以上
北部

西部

南部

津久井

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

　　平均　3.234

低い　←　満足度　→　高い

高
い
　←

　
重
要
度
　→

　
低
い

平均  3.892

施策 Ｈ21 ◆
年齢別 Ｈ21◇
地区別 Ｈ21△

施策 3.022 109位 4.130 29位
２０代 3.000 81位 4.378 12位
３０代 2.982 84位 4.244 17位
４０代 2.940 103位 4.113 29位
５０代 3.120 74位 4.068 35位
６０代 2.974 114位 4.010 55位
７０歳以上 3.097 114位 4.090 35位
北部 3.056 103位 4.167 28位
西部 2.956 114位 4.246 20位
南部 2.991 107位 4.071 38位
津久井 3.063 93位 4.041 37位

満足度 重要度
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